
令和４年度 決算の概要

※本資料は監査委員による審査前の決
算を元に作成しているため、精査の結
果、今後、異動する可能性あり
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◇歳入総額 ２兆６，０８６億円

◇歳出総額 ２兆５，７７６億円

（前年度比 ▲５，６１４億円、８２．３％）

（前年度比 ▲５，５９７億円、８２．２％）

決算規模
新型コロナウイルス感染症対策の経費減等により、歳入歳出ともに前年度より、減少

決算の全体像 （単位：百万円）

人件費
459,579
（17.8%）

社会保障関係費
362,352
（14.0%）

公債費
265,255
（10.3%）

投資的経費
254,839
（9.9%）

行政経費
370,234
（14.4%）

その他経費
865,340
（33.6%）

県税等
907,695
（34.8%）

地方交付税等
397,717
（15.2%）

国庫支出金
431,988
（16.6%）

県債
131,309
（5.0%）

その他
739,938
（28.4%）

歳
出

歳
入
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• 社会経済活動の正常化に伴う企業業績の回復により、県税等が過去最高となる一方で、効率的な事業
執行等に伴う歳出不用等により、実質収支は令和3年度に引き続き、過去最高となる227億94百万円

• ただし、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金活用事業等の実績減に対する国庫返納金など、
後年度に167億82百万円の精算が生じる見込

• この結果、精算分を除いた実質収支は60億12百万円となり、平成以降では過去最高
（単位：百万円、％）

区 分 R４年度 R3年度 R4－R3 R4／R3
歳 入 総 額 Ａ 2,608,647 3,170,011 ▲561,364 82.3
歳 出 総 額 Ｂ 2,577,599 3,137,286 ▲559,687 82.2
形式収支 Ｃ=(Ａ-Ｂ) 31,048 32,725 ▲1,677 94.9
翌年度繰越財源 Ｄ 8,254 10,944 ▲2,690 75.4

実質収支 Ｅ=(Ｃ-Ｄ) 22,794 21,781 1,013 －(6,012) (3,415) (2,597)
（参考：実質収支の推移） （単位：百万円）
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

718 791 821 850 890 670 25 23 21,781 22,794
(3,415) (6,012)

※下段（）書きは精算分除きの金額

決算収支



区分 令和4年度
a

令和3年度
b

増減
a-b 令和10年度までの目標

収支 22,794 21,781 1,013
収支均衡を目指す

(6,012) (3,415) (2,597)
実質公債費比率 15.5% 15.2% 0.3% 21%程度
３か年平均 15.2% 15.2% 0.0%

将来負担比率 326.4% 315.1% 11.3% 305%程度

経常収支比率 98.7% 97.2% 1.5% 100%未満を維持

兵庫県 令和４年度 決算の概要 4※下段（）書きは精算分除きの金額

地方債協議制度同意基準(18%)と早期健全
化基準(25%)の中間値(21.5%)未満

R3見込(319.7%)をH20～H30行革期間の
縮減率(▲2.1%/年)並で縮減(305.5%)

（単位：百万円、％）

主な財政指標（県政改革方針における財政運営目標の状況）
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歳入の概要
① 県税等 ９，０７７億円（前年度比 ＋３４０億円、１０３．９％）
社会経済活動の正常化に伴う企業業績の回復等による法人事業税等の増や、輸入の増等による地
方消費税の増

② 地方交付税等 ３，９７７億円（前年度比 ▲１，３２７億円、７５．０％）
臨時財政対策債償還基金費の皆減による基準財政需要額の減や、企業業績の回復による法人関
係税の増等による基準財政収入額の増

③ 国庫支出金 ４，３２０億円（前年度比 ▲２，５８５億円、６２．６％）
新型コロナウイルス感染症対策の経費減により、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金等が減少したこと等による減

④ 県債 １，３１３億円（前年度比 ▲９３億円、９３．４％）
事業進捗に伴う、緊急防災・減災事業債の減等による減

⑤ その他 ７，３９９億円（前年度比 ▲１，９４８億円、７９．２％）
ゼロゼロ融資の新規実行終了に伴い中小企業制度資金貸付金償還金が減少したこと等による減

R4決算における歳入・歳出の概要
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歳出の概要
① 人件費 ４，５９６億円（前年度比 ▲２０億円、９９．６％）
人事委員会勧告に基づく引上げにより期末・勤勉手当が増となる一方、退職者数の減少に伴い、退
職手当の減により減

② 社会保障関係費 ３，６２４億円（前年度比 ＋１８９億円、１０５．５％）
後期高齢者の増加に伴う後期高齢者医療給付費負担金の増等による増

③ 公債費 ２，６５３億円（前年度比 ▲８１８億円、７６．４％）
臨時財政対策債償還基金費の県債管理基金積立の皆減等による減

④ 投資的経費 ２，５４８億円（前年度比 ▲１７５億円、９３．６％）
防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策の進捗に伴う、防災・減災・国土強靭化緊急
対策事業の減等による減

⑤ 行政経費 ３，７０２億円（前年度比 ▲２，６１３億円、５８．６％）
新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の減等による減

⑥ その他経費 ８，６５３億円（前年度比 ▲２，１６０億円、８０．０％）
ゼロゼロ融資の新規実行終了に伴う中小企業制度資金貸付金の減等による減

R4決算における歳入・歳出の概要
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◇歳入総額 １兆７，８４１億円

◇歳出総額 １兆７，６９３億円
（前年度比 ＋６５億円、１００．４％）

（前年度比 ＋６９億円、１００．４％）

歳入歳出決算（14会計）

主な特別会計の歳出規模
① 基金管理特別会計 １，１７４億円（前年度比 ＋９６６億円、５６３．８％）
基金の集約解消による増等により、前年度から966億円の増

② 地方消費税清算特別会計 ５，３２７億円（前年度比 ＋４１０億円、１０８．３％）
輸入の増に伴う貨物割の増等により、清算金支出が増加したことから、前年度から410億円の増

③ 公債費特別会計 ５，５２６億円（前年度比 ▲１，１５１億円、８２．８％）
臨時財政対策債償還基金費の県債管理基金積立の皆減や財源対策債の繰上償還の皆減等により、
元金が1,121億円減少したことから、前年度から1,151億円の減

実質収支 １４８億23百万円の黒字

特別会計 決算の概要
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◇収益的収支 ◇資本的収支
収入 ２，２４４億円
（前年度比 ＋１５１億円、１０７．１％）
支出 ２，２５５億円
（前年度比 ＋２６７億円、１１３．４％）

歳入歳出決算（８会計）

会計別の状況
① 病院事業
新型コロナウイルス感染症の影響による減収に対し、診療報酬の増額や空床補償等により減収分は概ね補填され
たが、はりま姫路総合医療センター開院に伴う患者調整等の影響により、経常損益は30億円の赤字
また、旧姫路循環器病センターの特別償却等を特別損失として計上したことにより、純損益は85億円の赤字

② 企業庁事業
収益的収支を有する会計について、全事業で黒字を確保。水道用水供給事業、工業用水道事業を中心に、物
価高騰による動力費が増加し、減益要因となった一方で、地域整備事業会計、地域創生整備事業会計の土地
分譲が進んだため、５会計合わせると、純損益は前年度とほぼ同額の64億円の黒字

③ 流域下水道事業
企業会計適用を開始した平成30年度以来５年連続で黒字

収入 ４１７億円
（前年度比 ▲２４３億円、 ６３．２％）
支出 ６３０億円
（前年度比 ▲１３１億円、 ８２．８％）

公営企業会計 決算の概要
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H5 H6 H7 H8 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5見込

（単位：百万円）

※H6～R4：決算、R5：年間見込

• 平成以降の基金残高の最大は262億円（平成５年度）
• 最小は3百万円（平成16,19,20年度）
• 最後に100億円を超えていたのは平成６年度の184億円

令和５年度末残高は、震災以降 約30年ぶりに、100億円を超え、127億円となる見込み

（参考）財政基金残高の状況
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Ⅰ 一般会計決算 

１ 決算の概要 

（１）決算規模 

・新型コロナウイルス感染症対策の経費減等により、歳入歳出ともに減少 

◇歳入総額 ２兆６，０８６億円（前年度比 ▲５，６１４億円、８２．３％） 

◇歳出総額 ２兆５，７７６億円（前年度比 ▲５，５９７億円、８２．２％） 

 

（２）決算収支 

  ・社会活動の正常化に伴う企業業績の回復により、県税等が過去最高となる一方で、

効率的な事業執行等に伴う歳出不用等により、実質収支は過去最大となる 

227億 94百万円、実質単年度収支は 44億 29百万円の黒字を確保 

  ・ただし、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金活用事業等の実績減に対 

する国庫返納金など、後年度に 167億 82百万円の精算が生じる見込 

  ・この結果、精算分を除いた実質収支は 60億 12百万円、実質単年度収支は 

   60億 13百万円の黒字を確保 
  

                      （単位：百万円、％） 

※下段（ ）書きは精算分除きの金額 

 

（決算収支の推移）                        （単位：百万円） 

 
※下段（ ）書きは精算分除きの金額 

 

 

 

 

 

R4－R3 R4／R3

▲ 561,364 82.3

▲ 559,687 82.2

▲ 1,677 94.9

▲ 2,690 75.4

1,013
(2,597)

▲ 20,745
(▲ 795)

17,859 127,664.3

14,457 －

▲ 17,343
(2,607)

－

－

－

形 式 収 支 Ｃ =( Ａ - Ｂ )

21,758

実質単年度収支

（Ｆ＋Ｇ－Ｈ）

歳 出 総 額 Ｂ

0

32,725

8,254 10,944

3,137,2862,577,599

22,794

17,873

14,457

14

31,048

財 政 基 金 取 崩 額 Ｈ

1,013

21,781
(3,415)

単 年 度 収 支 　Ｆ
(2,597) (3,392)

4,429 21,772
(6,013) (3,406)

2,608,647

区　　　分

歳 入 総 額 Ａ

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ

財 政 基 金 積 立 金 Ｇ

3,170,011

R3年度R4年度

実質収支  Ｅ=(Ｃ-Ｄ)
(6,012)

区　　分 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

21,781 22,794

(3,415) (6,012)

21,772 4,429

(3,406) (6,013)
434420実質単年度収支 12▲ 309226466440428

実質収支 2325670890850821791718
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（３）主な財政指標（県政改革方針における財政運営目標の状況） 

 

 

※下段（ ）書きは精算分除きの金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22,794 21,781 1,013
(6,012) (3,415) (2,597)

15.5% 15.2% 0.3%

３か年平均 15.2% 15.2% 0.0%

326.4% 315.1% 11.3%
標準財政規模が減少したことから、前
年度から11.3ポイント増加

305%程度
R3見込(319.7%)をH20～H30行革期間の

縮減率(▲2.1%/年)並で縮減(305.5%)

98.7% 97.2% 1.5%
地方交付税等が減少したことから、前
年度から1.5ポイント増加

100%未満を維持

令和10年度までの目標区分
令和4年度

a
令和3年度

b
増減
a-b

説明

将来負担比率

経常収支比率

収支

県税等の増や歳出不用等により、実
質収支は過去最高の228億円となった
ものの、新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援交付金活用事業等の実績
減に対する国庫返納金等の後年度精
算が生じる見込のため、精算分を除い
た実質収支は60億円となった

収支均衡を目指す

実質公債費比率
標準財政規模が減少したことから、前
年度から0.3ポイント増加

21%程度
地方債協議制度同意基準(18%)と早期健全

化基準(25%)の中間値(21.5%)未満

（単位：百万円、％） 
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２ 歳入・歳出の概要 

（１）歳入の概要 

① 県税等    ９，０７７億円（前年度比 ＋３４０億円、１０３．９％） 

社会経済活動の正常化に伴う企業業績の回復等による法人事業税等の増や、輸入

の増等による地方消費税の増 

② 地方交付税等 ３，９７７億円（前年度比 ▲１，３２７億円、７５．０％） 

臨時財政対策債償還基金費の皆減による基準財政需要額の減や、企業業績の回復

による法人関係税の増等による基準財政収入額の増 

③ 国庫支出金  ４，３２０億円（前年度比 ▲２，５８５億円、６２．６％） 

新型コロナウイルス感染症対策の経費減により、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金等が減少したこと等による減 

④ 県債     １，３１３億円（前年度比 ▲９３億円、９３．４％） 

事業進捗に伴う、緊急防災・減災事業債の減等による減 

⑤ その他    ７，３９９億円（前年度比 ▲１，９４８億円、７９．２％） 

ゼロゼロ融資の新規実行終了に伴い中小企業制度資金貸付金償還金が減少したこ

と等による減 

 

◇歳入決算の内訳                               （単位：百万円、％） 

 
※ 県債欄は臨時財政対策債を除く  

 

 

 

 

 

増　減

        ａ 構成比         ｂ 構成比 （ａ－ｂ）

1 907,695 34.8 873,727 27.6 33,968 103.9

2 397,717 15.2 530,412 16.7 ▲ 132,695 75.0

350,363 13.4 375,278 11.8 ▲ 24,915 93.4

47,354 1.8 155,134 4.9 ▲ 107,780 30.5

3 431,988 16.6 690,491 21.8 ▲ 258,503 62.6

75,088 2.9 314,528 9.9 ▲ 239,440 23.9

124,758 4.8 125,506 4.0 ▲ 748 99.4

4 131,309 5.0 140,657 4.4 ▲ 9,348 93.4

5 739,938 28.4 934,724 29.5 ▲ 194,786 79.2

463,725 17.8 735,745 23.2 ▲ 272,020 63.0

2,608,647 100.0 3,170,011 100.0 ▲ 561,364 82.3

地 方 交 付 税 等

区　　　　　　分
令和４年度 令和３年度

ａ／ｂ

県 税 等

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

国 庫 支 出 金

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症
緊 急 包 括 支 援 交 付 金

合　　　　　　計

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症
対 応 地 方 創 生 臨 時 交 付 金

県 債

そ の 他

中 小 企 業 制 度 資 金
貸 付 金 償 還 金



7 
 

（２）歳出の概要 

① 人件費      ４，５９６億円（前年度比 ▲２０億円、９９．６％） 

人事委員会勧告に基づく引上げにより期末・勤勉手当が増となる一方、退職者数

の減少に伴い、退職手当の減により減 

② 社会保障関係費  ３，６２４億円（前年度比 ＋１８９億円、１０５．５％） 

後期高齢者の増加に伴う後期高齢者医療給付費負担金の増等による増 

③ 公債費      ２，６５３億円（前年度比 ▲８１８億円、７６．４％） 

臨時財政対策債償還基金費の県債管理基金積立の皆減等による減 

④ 投資的経費     ２，５４８億円（前年度比 ▲１７５億円、９３．６％） 

防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策の進捗に伴う、防災・減災・

国土強靭化緊急対策事業の減等による減 

  ⑤ 行政経費     ３，７０２億円（前年度比 ▲２，６１３億円、５８．６％） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の減等による減 

 ⑥ その他経費    ８，６５３億円（前年度比 ▲２，１６０億円、８０．０％） 

ゼロゼロ融資の新規実行終了に伴う中小企業制度資金貸付金の減等による減 

 

◇歳出決算の内訳                        （単位：百万円、％） 

※ 下段（  ）書きは一般財源 

 

 

 

増減

　　　　ａ 構成比 　　　　ｂ 構成比 ａ－ｂ

1 459,579 17.8 461,534 14.7 ▲ 1,955 99.6

(398,794) (399,784) (▲ 990) (99.8)

156,427 6.1 153,998 4.9 2,429 101.6

33,795 1.3 37,869 1.2 ▲ 4,074 89.2

2 362,352 14.0 343,414 10.9 18,938 105.5

(319,994) (310,552) (9,442) (103.0)

3 265,255 10.3 347,083 11.1 ▲ 81,828 76.4

(259,555) (346,644) (▲ 87,089) (74.9)

4 254,839 9.9 272,370 8.7 ▲ 17,531 93.6

5 370,234 14.4 631,529 20.1 ▲ 261,295 58.6

34,312 1.3 293,794 9.4 ▲ 259,482 11.7

6 865,340 33.6 1,081,356 34.5 ▲ 216,016 80.0

463,725 18.0 735,745 23.5 ▲ 272,020 63.0

2,577,599 100.0 3,137,286 100.0 ▲ 559,687 82.2

公 債 費

投 資 的 経 費

合　　　　　　計

行 政 経 費

そ の 他 経 費

中小企業制度資金貸付金

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大
防止協 力金 関係 経費

人 件 費

区　　　　　　分
令和４年度 令和３年度

ａ／ｂ

社 会 保 障 関 係 費

退 職 手 当

期 末 ・ 勤 勉 手 当 等
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３ 主な歳入の説明 

（１）県税等  ９，０７７億円（前年度比 ＋３４０億円、１０３．９％） 

・特別法人事業譲与税を含めた県税等は、前年度から３４０億円の増となり、同

年度の８，７３７億円を上回る過去最高の９，０７７億円 

・個人県民税は、株式等譲渡所得割が前年度からの反動減で大きく減少したこと

により、２６億円の減 

・法人関係税は、社会経済活動の正常化に伴う企業業績の回復により、１６３億円の

増 

・地方消費税は、輸入の増に伴う貨物割の増等により１８億円の増 

・特別法人事業譲与税は、前年度から１４８億円の増 

 

◇県税等                           （単位：百万円、％） 

 

 

◇県税等の推移 

 

ａ ｂ

102.4

98.8

109.6

100.7

102.7

116.8

103.9

区　　 　　　　分
令和４年度 令和３年度 増　　減

ａ／ｂ
（ａ－ｂ）

805,043 785,836 19,207

185,898 169,563 16,335

個 人 県 民 税 214,702 217,340 ▲ 2,638

法 人 関 係 税

261,796 260,019 1,777

そ の 他 の 税 142,647 138,914 3,733

特 別 法 人 事 業 譲 与 税 102,652

907,695 873,727 33,968合 計

県 税

地 方 消 費 税

87,891 14,761
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（２）地方交付税等  ３，９７７億円（前年度比 ▲１，３２７億円、７５．０％） 

・臨時財政対策債償還基金費(※)の皆減、地方公務員の給与改定による給与費の減等

に伴い、基準財政需要額が５０８億円の減 

・企業業績の回復による法人関係税の増等に伴い、基準財政収入額が８２０億円の増 

・これらにより、普通交付税と臨時財政対策債の合計は、１，３２８億円の減 

・特別交付税を加えた地方交付税等の総額は、１，３２７億円の減 
 

※臨時財政対策債償還基金費：令和３年度の臨時財政対策債を償還するための基金積立に要

する経費を措置(425億円) 

 

◇地方交付税等                           （単位：百万円、％） 

 

※ 普通交付税と臨時財政対策債の合計＝基準財政需要額－基準財政収入額 

 

（参考）          （単位：百万円）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再 算 定 8,608 49,357 ▲ 40,749 17.4

337,456 321,773 15,683 104.9当 初 算 定

区　　 　　　　分
　　       ａ

103.6

　　       ｂ

令和３年度

371,130

155,134

令和４年度

346,064普 通 交 付 税

75.0

4,148 1514,299

▲ 132,695397,717 530,412

74.8

増減

▲ 132,846

93.2

ａ／ｂ

▲ 25,066

30.5

（ａ－ｂ）

臨 時 財 政 対 策 債

特 別 交 付 税

再　　 　　　　計

合　　 　　　　計

▲ 107,780

393,418 526,264

47,354

令和４年度

393,418

基準財政需要額①

差引（①－②）
普通交付税＋臨時財政対策債

基準財政収入額②

区　　 　　　　分
　　       ａ （ａ－ｂ）

566,801

960,219

526,264

1,011,059

▲ 132,846

令和３年度

▲ 50,840

増減

　　       ｂ

82,006484,795
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（３）県債  １，３１３億円（前年度比 ▲９３億円、９３．４％） 

・投資的経費に充当した県債は、通常債が３１億円の増となる一方で、緊急防災・減

災事業債の４２億円の減や緊急自然災害防止対策事業債の５８億円の減などにより、

９３億円の減 

・臨時財政対策債を含めた県債の総発行額は、前年度から１，１７１億円の減 

 

◇県債                             （単位：百万円、％） 

 
 

（参考）臨時財政対策債を含めた場合                    （単位：百万円） 

 
 

 
◇県債発行額の推移 

 
 

 

 

増減

      a       b （a－b）

3,110 103.5

▲ 3 98.4

▲ 4,163 52.6

▲ 1,140 95.5

▲ 5,823 60.9

▲ 1,329 63.4

▲ 9,348 93.4

区　　 　　　　分 a／b
構成比 構成比

通 常 債 90,999 69.3 87,889 62.5

災 害 復 旧 事 業 債 180 0.1 183 0.1

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 4,614 3.5 8,777 6.2

防災・減災・国土強靭化緊急
対 策 事 業 債 24,139 18.4 25,279 18.0

緊急自然災害防止対策事業債 9,077 6.9 14,900 10.6

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債 2,300 1.8 3,629 2.6

100.0 140,657 100.0合 計 131,309

令和４年度 令和３年度

▲ 107,780 30.5

▲ 117,128 60.4－ 295,791 －

臨 時 財 政 対 策 債 47,354 － 155,134 －

県　　　 　債　 　　　計 178,663

※ 通常債等には、災害復旧事業債、緊急防災・減災事業債、防災・減災・国土強靱化緊急対策 

事業債、緊急自然災害防止対策事業債及び緊急浚渫推進事業債を含む 

減収補填債、調整債、 

特別減収対策債(R2) 
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（４）基金残高の推移 

・関連法人事業基金の県債管理基金への集約の解消等により、前年度から 

 ２６億円減の６，９７６億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円、％)   

 

 

 

a 3,283 3,269 14 100.4

b 17,873 14 17,859 127,664.3

c 14,457 0 14,457 0.0

a+b-c 6,699 3,283 3,416 204.1

d 610,796 510,590 100,206 119.6

e 157,306 254,421 △ 97,115 61.8

f 221,094 154,215 66,879 143.4

d+e-f 547,008 610,796 △ 63,788 89.6

g 2,983 3,085 △ 102 96.7

h 1,377 1,676 △ 299 82.2

i 437 1,778 △ 1,341 24.6

g+h-i 3,923 2,983 940 131.5

j 83,134 74,624 8,510 111.4

k 109,954 27,952 82,002 393.4

l 53,128 19,442 33,686 273.3

j+k-l 139,960 83,134 56,826 168.4

697,590 700,196 △ 2,606 99.6残 高 合 計

経

済

対

策

関

連

基

金

前 年 度 残 高

積 立 額

取 崩 額

当 該 年 度 残 高

そ
の
他
基
金

前 年 度 残 高

積 立 額

取 崩 額

当 該 年 度 残 高

財
政
基
金

前 年 度 残 高

積 立 額

取 崩 額

当 該 年 度 残 高

県
債
管
理
基
金

取 崩 額

当 該 年 度 残 高

区　　分
令和４年度
決算 Ａ

令和３年度
決算 Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

前 年 度 残 高

積 立 額

※ 平成18年度２月補正以降に県債管理基金に集約した内部基金･関連法人事業基金について、集約解消 

を図るため、残額を取崩(内部基金分はその他基金に積立て、関連法人事業基金分は各団体へ返還) 

（ア） 内 部 基 金：53,098百万円(県有施設等整備基金ほか８基金) 

（イ） 関連法人事業基金：29,905百万円(ひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ基金(兵庫県社会福祉協議会)ほか10基金) 

 

※ 政策目的で保有する株式の集約解消のため、相当額を取崩し(関西電力株式など、計28銘柄･21,825百万円) 
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４ 主な歳出の説明 

（１）社会保障関係費  ３，６２３億円（前年度比 ＋１８９億円、１０５．５％） 

・社会保障・税一体改革関係費は、介護職員の待遇改善に伴い給付金等が増 

・その他の社会保障関係費は、不妊治療の保険適用に伴い、特定不妊治療費助成事業

が減となる一方、後期高齢者の増加に伴う後期高齢者医療給付費負担金の増等によ

り増 
 
◇社会保障関係費                   （単位：百万円、％）

 

※ 各区分のうち上段は決算額、下段（  ）書きは一般財源 
 
（参考）引上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障施策に要した経費 

                 （単位：百万円） 

 

令和４年度 令和３年度 増　減

a b （ a - b ）

362,352 343,414 18,938 105.5

(319,994) (310,552) (9,442) (103.0)

79,381 70,329 9,052 112.9

(54,018) (52,073) (1,945) (103.7)

282,971 273,085 9,886 103.6

(265,976) (258,479) (7,497) (102.9)

75,787 72,097 3,690 105.1

(75,787) (72,097) (3,690) (105.1)

29,144 27,595 1,549 105.6

(29,144) (27,595) (1,549) (105.6)

67,435 66,410 1,025 101.5

(67,435) (66,410) (1,025) (101.5)

45,655 45,276 379 100.8

(45,655) (45,276) (379) (100.8)

9,325 8,312 1,013 112.2

(8,573) (7,665) (908) (111.8)

9,247 9,058 189 102.1

(5,617) (5,526) (91) (101.6)

11,786 12,216 ▲ 430 96.5

(11,786) (12,216) (▲ 430) (96.5)

8,407 9,300 ▲ 893 90.4

(7,471) (8,311) (▲ 840) (89.9)

393 1,738 ▲ 1,345 22.6

(0) (0) (0) ―

25,792 21,083 4,709 122.3

(14,508) (13,383) (1,125) (108.4)

区　　　　　　分 a / b

社 会 保 障 関 係 費

社 会 保 障 ・ 税 一 体 改革
関 係 費

そ の 他 の 社 会 保 障
関 係 費

児 童 手 当 交 付 金

県 単 独 福 祉 医 療 費

そ の 他

後 期 高 齢 者 医 療 費
県 費 負 担 金

障 害 者 自 立 支 援 給 付費
県 費 負 担 金

介 護 給 付 費 県 費 負 担金

国 民 健 康 保 険 関 係 費

障 害 児 措 置 費

障 害 者 自 立 支 援 医 療費

特 定 不 妊 治 療 費 助 成費
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（２）公債費  ２，６５３億円（前年度比 ▲８１８億円、７６．４％） 

・国の令和３年度補正予算(第１号)における国税収入の補正等に伴い措置のあった、

臨時財政対策債償還基金費の県債管理基金積立の皆減（▲４２５億円）や財源対策

債の繰上償還の皆減（▲３２０億円）等により前年度から８１８億円の減 

 

 ◇公債費                                （単位：百万円、％） 

 

 

 

（参考）R4震災関連公債費：362億円 

 

◇県債残高（今後、金融機関に実際に償還すべき残高）の推移 

・県債残高の総額から、後年度に地方交付税で措置される臨時財政対策債と減収補填

債の残高を除いた実質的な県債残高は、通常債等の償還が進んだこと等により、前

年度から３３２億円の減 

 
 
（参考１）地方財政調査方式に基づく県債残高の推移                  （単位：億円） 

  
※地方財政調査方式に基づく県債残高 

満期一括方式で償還する県債について、満期まで各年度の償還相当額を県債管理基金に積み立て、その積立額を「公

債費」として取り扱うことで、県債残高から控除したもの 

 

（参考２）震災関連県債残高の推移（地方財政調査方式）                （単位：億円） 

 
※普通会計ベース 

H７ H８ H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

15,870 18,183 39,825 40,442 40,682 41,391 41,340 41,375 41,249 41,192 40,916 40,257

H７ H８ H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

8,233 12,131 5,757 5,303 4,818 4,386 3,992 3,615 3,229 2,853 2,498 2,158

30,696 

【R3比 ▲332】 

 

(実質的な県債残高) 

 

増減

（ａ－ｂ）

▲ 81,828 76.4

区　　　　　　分
令和４年度 令和３年度

ａ／ｂ
ａ ｂ

公 債 費 265,255 347,083
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（３）投資的経費  ２,５４８億円（前年度比 ▲１７５億円、９３．６％） 

・補助事業費は、防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策(※1)の進捗に伴

う、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業の減等により前年度から減 

・単独事業費は、事業が進捗した緊急自然災害防止対策事業の減等により、前年度か

ら減 
 

◇投資的経費                           （単位：百万円、％）

  
※1 防災・減災、国土強靭化緊急対策の概要 

区 分 ５か年加速化対策 ＜参考＞３か年緊急対策 

概 要 

激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への

対策等の加速化・深化を目的とした国庫補助事

業 

防災のための重要インフラの機能維持等を

目的とした国庫補助事業等 

対 策 期 間 令和３年～令和７年（５年間） 平成３０年～令和２年（３年間） 

事業規模(全国) おおむね１５兆円 おおむね７兆円 
 
◇投資的経費の推移 

 

令和4年度 令和3年度 増減

ａ ｂ （ａ－ｂ）

254,839 272,370 ▲ 17,531 93.6

254,126 271,353 ▲ 17,227 93.7

157,072 167,680 ▲ 10,608 93.7

47,815 56,958 ▲ 9,143 83.9

84,541 89,017 ▲ 4,476 95.0

9,189 15,082 ▲ 5,893 60.9

12,513 14,656 ▲ 2,143 85.4

2,193 3,165 ▲ 972 69.3

713 1,017 ▲ 304 70.1

区　　　　　　分 ａ／ｂ

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

補 助 事 業 費

単 独 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

国 直 轄 事 業 負 担 金 等

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業
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（４）行政経費  ３，７０２億円（前年度比 ▲２，６１３億円、５８．６％） 

・物件費は、ひょうごを旅しようキャンペーンの実施等により１４９億円の増 

・補助費等は、県の営業時間短縮等の要請に応じた飲食店等に対する協力金の支給の

減等により２，７６４億円の減 

 

◇行政経費                           （単位：百万円、％）

 

 

（参考）新型コロナウイルス感染症対策経費             （単位：百万円）

 

令和４年度 令和３年度 増減

ａ ｂ （ａ－ｂ）

370,234 631,529 ▲ 261,295 58.6

70,298 55,375 14,923 126.9

290,697 567,091 ▲ 276,394 51.3

9,239 9,063 176 101.9

区　　　　 　分 ａ／ｂ

行 政 経 費

物 件 費

補 助 費 等

維 持 補 修 費

391 701 ▲ 310 55.8%

221,886 473,399 ▲ 251,513 46.9%

物 件 費 40,310 22,953 17,357 175.6%
・感染拡大防止協力金関係経費　　     ▲　  881
・ひょうごで食べようキャンペーン　　 ＋　  591
・ひょうごを旅しようキャンペーン　　 ＋ 15,682 等

補助費等 181,576 450,446 ▲ 268,870 40.3% ・感染拡大防止協力金関係経費　　  　 ▲258,600 等

379,326 657,943 ▲ 278,617 57.7% ・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応無利子資金　　▲278,721 等

601,603 1,132,043 ▲ 530,440 53.1%

その他経費

計

行政経費

人 件 費

区　　分
令和4年度

ａ
令和3年度

ｂ
増減額
ａ－ｂ

前年度比
ａ／ｂ

主な増減理由
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Ⅱ 特別会計決算 
 

１ 歳入歳出決算（１４会計） 

◇歳入総額  １兆７，８４１億円（前年度比 ＋６５億円、１００．４％） 

◇歳出総額  １兆７，６９３億円（前年度比 ＋６９億円、１００．４％） 
 
２ 実質収支 １４８億２３百万円の黒字 

 
３ 主な特別会計の歳出規模 

 

（１）基金管理特別会計    １，１７４億円 

（前年度比 ＋９６６億円、５６３．８％） 

・基金の集約解消による増等により、前年度から９６６億円の増 

 

（２）地方消費税清算特別会計 ５，３２７億円 

（前年度比 ＋４１０億円、１０８．３％） 

・輸入の増に伴う貨物割の増等により、清算金支出が増加したことから、前年度から

４１０億円の増 

 

（３）公債費特別会計     ５，５２６億円 

（前年度比 ▲１，１５１億円、８２．８％） 

・臨時財政対策債償還基金費の県債管理基金積立の皆減や財源対策債の繰上償還の

皆減等により、元金が１，１２１億円減少したことから、前年度から１，１５１

億円の減 
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◇特別会計決算収支                     （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 令和３年度
前年度増減

（前年度比）
令和４年度 令和３年度

前年度増減

（前年度比）

▲ 329 ▲ 329

(97.8%) (97.8%)

585 628

(113.9%) (115.6%)

▲ 437 ▲ 437

(94.5%) (94.5%)

▲ 309 ▲ 1,410

(99.0%) (95.3%)

67 67

(102.3%) (102.3%)

▲ 18 ▲ 18

(90.1%) (90.1%)

▲ 115,086 ▲ 115,086

(82.8%) (82.8%)

59 ▲ 289

(104.9%) (73.4%)

▲ 34 4

(90.4%) (102.2%)

▲ 236 ▲ 334

(93.9%) (86.4%)

▲ 60 466

(96.8%) (167.0%)

96,573 96,573

(563.8%) (563.8%)

40,980 40,980

(108.3%) (108.3%)

▲ 15,261 ▲ 13,872

(97.1%) (97.3%)

6,494 6,943

(100.4%) (100.4%)

基 金 管 理 117,396 20,823

491,703

117,396

0

20,823

0

国 民 健 康 保 険 事 業 514,676 529,937 503,963 517,835

14,824 1 14,823

0 10,713

0

10,713

0 0

0

0 131

1,521 0 1,521

666

131

666 0

0 0

0 0 0

464 0 464

0

1,178

0 0 0

1,179

1,087

0 0 0

150

0 0 0

150 0

2,118 2,452

696

1

合 計 1,784,093 1,777,599 1,769,269 1,762,326

1,203 798

164

地 方 消 費 税 清 算 532,683 491,703 532,683

小 規 模 企 業 者 等
振 興 資 金

3,639 3,875

2,960

164 182

2,893

農 林 水 産 資 金 1,828 1,888 1,162

自 治 振 興 助 成 事 業 1,262

7,947

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金

319 353 188 184

2,893

14,766

県 営 住 宅 事 業 29,783 30,092 28,604 30,014

4,028

182

公 共 事 業 用 地

先 行 取 得 事 業
7,510 7,947 7,510

勤 労 者 総 合 福 祉

施 設 整 備 事 業
2,960

実質収支区　　　　分 形 式 収支
歳　　　　　入 歳　　　　出

港 湾 整 備 事 業 4,806 4,221 4,656

翌 年 度
繰 越 財源

公 債 費 552,630 667,716 552,630 667,716

県 有 環 境 林 等 14,437 14,766 14,437

庁 用 自 動 車 管 理
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Ⅲ 公営企業会計決算 

 

１ 歳入歳出決算（８会計） 

◇収益的収支 

収入 ２，２４４億円（前年度比 ＋ １５１億円、１０７．１％） 

支出 ２，２５５億円（前年度比 ＋ ２６７億円、１１３．４％） 

 

◇資本的収支 

収入   ４１７億円（前年度比 ▲ ２４３億円、 ６３．２％） 

支出   ６３０億円（前年度比 ▲ １３１億円、 ８２．８％） 

 

２ 会計別の状況 

（１）病院事業 

新型コロナウイルス感染症の影響による減収に対し、診療報酬の増額や空床補償等

により減収分は概ね補填されたが、はりま姫路総合医療センター開院に伴う患者調整

等の影響により、経常損益は３０億円の赤字、純損益は旧姫路循環器病センターの特

別償却等を特別損失として計上したことにより、８５億円の赤字となった。 

 

（２）企業庁事業 

収益的収支を有する会計について、全事業で黒字を確保。 

水道用水供給事業、工業用水道事業を中心に、物価高騰による動力費が増加し、減

益要因となった一方で、地域整備事業会計、地域創生整備事業会計の土地分譲が進ん

だため、５会計合わせると、純損益は前年度とほぼ同額の６４億円の黒字を確保。 

 

（３）流域下水道事業 

企業会計適用を開始した平成３０年度以来５年連続で黒字を確保。 

 

◇公営企業会計決算収支                      （単位：百万円） 

 

※ 上段（ ）書きは前年度の数値 

病 院 事 業
水 道 用 水
供 給 事 業

工 業 用
水 道 事 業

水 源 開 発
事 業

地 域 整 備
事 業

企 業 資 産
運 用 事 業

地 域 創 生 整
備 事 業

流域下水道
事 業

合 計

(151,539) (15,918) (4,142) (0) (3,730) (1,500) (3,093) (29,428) (209,350)

163,439 15,882 4,089 0 5,779 1,560 3,219 30,435 224,403

(148,353) (12,678) (3,072) (0) (3,570) (1,196) (1,535) (28,425) (198,829)

171,979 13,005 3,241 0 5,176 1,193 1,555 29,396 225,545

(3,186) (3,240) (1,070) (0) (160) (304) (1,558) (1,003) (10,521)

▲ 8,540 2,877 848 0 603 367 1,664 1,039 ▲ 1,142

34,405 (9,302) (1,023) (80) (1,692) (509) (221) (18,729) (65,961)

20,148 1,387 0 79 2,876 205 175 16,835 41,705

(38,949) (12,087) (2,704) (80) (1,617) (0) (1,670) (19,020) (76,127)

23,616 7,775 1,473 79 12,405 0 515 17,175 63,038

(▲ 4,544) (▲ 2,785) (▲ 1,681) (0) (75) (509) (▲ 1,449) (▲ 291) (▲ 10,166)

▲ 3,468 ▲ 6,388 ▲ 1,473 0 ▲ 9,529 205 ▲ 340 ▲ 340 ▲ 21,333

(185,944) (25,220) (5,165) (80) (5,422) (2,009) (3,314) (48,157) (275,311)

183,587 17,269 4,089 79 8,655 1,765 3,394 47,270 266,108

(187,302) (24,765) (5,776) (80) (5,187) (1,196) (3,205) (47,445) (274,956)

195,595 20,780 4,714 79 17,581 1,193 2,070 46,571 288,583

(▲ 1,358) (455) (▲ 611) (0) (235) (813) (109) (712) (355)

▲ 12,008 ▲ 3,511 ▲ 625 0 ▲ 8,926 572 1,324 699 ▲ 22,475

区　分

収入

支出

差引

収入

支出

資

本

的

収

支

差引

差引

合

計

収
益
的
収
支

収入

支出



 19 

（参 考） 

◇県民一人当たりの決算額                （単位：円） 

 

※1 県債残高は臨時財政対策債、減収補填債を除く 

※2 人口 5,378,405人（令和５年４月１日現在） 

 

◇県民一人当たりの決算額（構成比） 

 

令和４年度決算 令和３年度決算

① ②

479,250 580,245 ▲ 100,995 100.0%

102,754 196,414 ▲ 93,660 21.4%

73,750 71,020 2,730 15.4%

68,862 68,692 170 14.4%

68,435 64,392 4,043 14.3%

49,455 64,150 ▲ 14,695 10.3%

36,928 37,279 ▲ 351 7.7%

34,695 34,742 ▲ 47 7.2%

25,890 25,308 582 5.4%

17,000 16,633 367 3.6%

926 1,008 ▲ 82 0.2%

422 419 3 0.1%

133 188 ▲ 55 0.0%

589,396 586,298 3,098

170,228 163,051 7,177

570,736 573,869 ▲ 3,133

民 生 費

議 会 費

農 林 水 産 費

災 害 復 旧 費

土 木 費

衛 生 費

警 察 費

歳　 出
構成比

県民一人当たりの決算額

① － ②
項　　　　　　　　　　　目

総 務 費

歳 出

商 工 費

歳 入

県 債 残 高

教 育 費

公 債 費

労 働 費

県 税 等

県民一人当たり 
歳出決算額 

580,245円 
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◇財政・健全化判断比率用語集 

１ 財政関係 

（１）歳入歳出分 

臨時財政対策債 

地方一般財源の不足を補填するために、本来地方交付税として交付されるべき額の一部を

振り替えて発行される特例地方債（地方公共団体が借入れ、後年度の償還費について全額

地方交付税に算入される。） 

減収補填債 
地方税の収入額が標準税収入額を下回る場合、その減収を補うために発行される地方債

（後年度の償還費の７５％について地方交付税に算入される。） 

単独事業 地方公共団体が、国からの補助等を受けずに実施する事業 

公債費 地方公共団体が発行した地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額 

物件費 人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共団体が支出する消費的性質の経費 

補助費等 一定の行政目的から、市町、出資団体、民間団体に対する支出金 

 
（２）財政指標分 

形式収支 歳入決算総額から歳出決算総額を単純に差し引いた額 

実質収支 
形式収支から、翌年度へ繰り越した事業の財源として収入済みの歳入額を控除した、実質

的な決算。地方公共団体の黒字（赤字）は、これにより判断される。 

単年度収支 
当該年度の実質収支から前年度の実質収支（前年度までの決算剰余金）を差し引いた、当

該年度だけの収支額 

実質単年度収支 
単年度収支に含まれる実質的な黒字要素である財政基金積立金や赤字要素である財政基

金取崩額を控除した額 

経常収支比率 

県税、普通交付税などの経常的な一般財源収入のうち、人件費や施設維持費などの経常的

経費に充当された一般財源の割合。数値が低いほど財政の弾力性が高いことを示す。 

○経常経費充当一般財源／経常一般財源総額 

 

２ 健全化判断比率関係 

実質公債費比率 

公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、起債に協議を要する団体と、許可を要す

る団体の判定に用いられるもの。１８％以上となる団体については、起債に当たり許可が必要と

なる。また、早期健全化基準は２５％、財政再生基準は３５％である。 
○｛(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)－(Ｄ＋Ｅ)｝／(Ｆ－Ｅ)の３か年平均 

Ａ＝当該年度の元利償還額（繰上償還分は除く） 
Ｂ＝準元利償還金（公営企業への繰入金、債務負担行為のうち公債費に準ずるもの等） 
Ｃ＝減債基金積立不足に対する加算(※) 
Ｄ＝元利償還金又は準元利償還に充てられた特定財源 
Ｅ＝     〃      に対する交付税措置額 
Ｆ＝標準財政規模（含む、臨時財政対策債発行可能額） 
(※)減債基金積立不足に対する加算 
ａ×（１－ｂ／ｃ） 
ａ＝満期一括債の実質償還額 
ｂ＝前年度末減債基金残高 
ｃ＝前年度末あるべき減債基金残高 

将来負担比率 

一般会計等が将来負担することが見込まれる実質的な負債の標準財政規模に対する割合を示す

指標であり、早期健全化基準は４００％である。 

○｛(Ａ)－(充当可能基金等＋交付税算入見込額)｝ 

／(標準財政規模－交付税算入額) 

※Ａ将来負担額の内容 
① 一般会計等の地方債現在高 
② 債務負担行為に基づく支出予定額(公債費に準ずるもののみ) 
③ 一般会計等以外の会計における地方債の元金償還に充てるための繰出見込額 
④ 加入する組合等における地方債の元金償還に必要な負担見込額 
⑤ 一般会計等が負担する退職手当支給予定額 
⑥ 設立した法人の負債の額等、その者のために債務を負担している場合の負担見込額

（公社、第３セクター等の損失補償額等及び制度融資等の損失補償額） 
⑦ 連結実質赤字額 
⑧ 組合等の連結実質赤字額のうち、一般会計等の負担見込額 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

この説明資料は、地方自治法第２３３条に基づく監査委員の審査及び議会の認定前の決算に関して

作成したものである。 

 



第364回（定例）県議会提出予定議案件名一覧 

 

（条例案件） 

１ 旅館業法施行条例等の一部を改正する条例 

２ 風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

３ 兵庫県立特別支援学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

４ 兵庫県水道用水供給条例の一部を改正する条例 

 

（その他案件） 

１ 県が行う建設事業についての市町負担額の決定 

２ 国営加古川水系広域農業水利施設総合管理事業についての市町負担額の決定 

３ 国営土地改良事業についての市町負担額の決定 

４ 県が行う建設事業についての市町負担額の決定 

５ 国営明石海峡公園整備事業についての神戸市負担額の決定 

６ 令和４年度兵庫県水道用水供給事業の利益剰余金の処分 

７ 令和４年度兵庫県工業用水道事業の利益剰余金の処分 

８ 令和４年度兵庫県企業資産運用事業の利益剰余金の処分 

９ 和解及び損害賠償額の決定 

10 和解及び損害賠償額の決定 

11 主要地方道加古川小野線東播磨道北工区宗佐第５、第６、第７高架橋上部工事請負契約の変更 

12 都市計画道路国道２号線加古川橋加古川橋上部工工事請負契約の変更 

13 県営尼崎西川住宅第２期建築工事請負契約の変更 

14 上湊川高層住宅 高層住宅耐震等改修建築工事請負契約の変更 

15 大鳴門橋自転車道設置工事委託契約の締結 

16 尼崎西宮芦屋港港湾荷役用機械更新工事請負契約の締結 

17 兵庫県立川西こども家庭センター一時保護所（仮称）建築工事請負契約の締結 

 

（決算案件） 

１ 令和４年度兵庫県一般会計歳入歳出決算の認定
 

２ 令和４年度兵庫県県有環境林等特別会計歳入歳出決算の認定
 

３ 令和４年度兵庫県港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定
 

４ 令和４年度兵庫県公共事業用地先行取得事業特別会計歳入歳出決算の認定
 

５ 令和４年度兵庫県営住宅事業特別会計歳入歳出決算の認定
 

６ 令和４年度兵庫県勤労者総合福祉施設整備事業特別会計歳入歳出決算の認定
 

７ 令和４年度兵庫県庁用自動車管理特別会計歳入歳出決算の認定
 

８ 令和４年度兵庫県公債費特別会計歳入歳出決算の認定
 

９ 令和４年度兵庫県自治振興助成事業特別会計歳入歳出決算の認定
 

10 令和４年度兵庫県母子父子寡婦福祉資金特別会計歳入歳出決算の認定
 

11 令和４年度兵庫県小規模企業者等振興資金特別会計歳入歳出決算の認定
 

12 令和４年度兵庫県農林水産資金特別会計歳入歳出決算の認定
 

13 令和４年度兵庫県基金管理特別会計歳入歳出決算の認定
 

14 令和４年度兵庫県地方消費税清算特別会計歳入歳出決算の認定
 

15 令和４年度兵庫県国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定
 

16 令和４年度兵庫県病院事業会計決算の認定
 

17 令和４年度兵庫県水道用水供給事業会計決算の認定
 

18 令和４年度兵庫県工業用水道事業会計決算の認定
 

19 令和４年度兵庫県水源開発事業会計決算の認定
 

20 令和４年度兵庫県地域整備事業会計決算の認定
 

21 令和４年度兵庫県企業資産運用事業会計決算の認定
 

22 令和４年度兵庫県地域創生整備事業会計決算の認定
 

23 令和４年度兵庫県流域下水道事業会計決算の認定
  



第３６４回定例兵庫県議会審議日程（案） 
（会期３４日間） 

月 日 曜 本会議 委 員 会 審 議 日 程 備    考 

９．２０ 水 本会議 議会運営委員会 
開会、議席一部変更、会議録署名議員指名、 

会期決定、諸般の報告、議案上程、 

知事提案説明 

 

２１ 木    
 

議 案 熟 読 
２２ 金   
２３ ○土    
２４ ○日    
２５ 月 本会議 議会運営委員会 質 疑 ・ 質 問 （ 代 表 ）  
２６ 火 本会議  質 疑 ・ 質 問 （ 一 般 ）  
２７ 水 本会議  質 疑 ・ 質 問 （ 一 般 ）  

２８ 木 本会議 議会運営委員会 
（決算特別委員会） 

質 疑 ・ 質 問 （ 一 般 ） 
委 員 会 付 託 決算特別委員会設置 

２９ 金  常 任 委 員 会 
決算特別委員会 

付 託 議 案 審 査  

３０ ○土     
 

１０．１ ○日    
２ 月  常 任 委 員 会 付 託 議 案 審 査  

３ 火 本会議 議会運営委員会 委員長報告、討論、表決、追加議案上程、

知事提案説明、表決  

４ 水   決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
５ 木   決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
６ 金  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
７ ○土     

 ８ ○日    
９ ○月    

１０ 火  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
１１ 水  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
１２ 木  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
１３ 金  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
１４ ○土     

 
１５ ○日    
１６ 月  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
１７ 火  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
１８ 水  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
１９ 木  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
２０ 金  決算特別委員会 付 託 議 案 審 査  
２１ ○土    

 
２２ ○日   

２３ 月  本 会 議 議会運営委員会 委員長報告、討論、表決、請願処理、 
その他、閉会  

 

 

休  会 

 
休  会 

 休  会 

 休  会 

 休  会 
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議会改革の検討の進め方について（試案） 

 

 

１ 議会運営委員会所管の検討項目 

（１）当面の検討項目 

「議会運営に関する申し送り事項」や「新議会の基本問題」に記

載された事項等について、協議・検討を行う。 
 
【検討項目】 

① ペーパーレス化の一層の推進 

② 常任委員会室のオンライン環境の整備 

③ 議会ＢＣＰの策定 

④ 閉会中の常任委員会における効果的、効率的な質疑のあり方 

⑤ 安定的な地域代表の確保に向けた検討の議論 

⑥ 本会議における質疑・質問に関する申し合わせ事項の見直し 

⑦ 地方自治法の改正を踏まえた議会手続きのオンライン化 

 

（２）追加検討項目 

各会派から提案のあった項目のうち、議会改革の検討の場で取扱

うとされたものについて、「当面の検討項目」と併せて協議・検討

を行う。 

 

２ 議会運営委員会所管以外の検討項目 

所管の各会議において、検討の着手時期や進め方等、その取扱いを

含めて協議・検討を行う。 
 
 【検討項目】 

① 議員連盟のあり方 

② 議会庁舎のセキュリティの強化 

③ 長期欠席議員の議員報酬の取扱 

④ 親しみやすい議会広報のあり方 



検討スケジュールについて（試案） 

 

 

時 期 内 容 備 考 

 

８月 18日 

（１ヵ月前議運） 

 

 

議運委員会 

・「当面の検討項目」及び検討スケジュール

の試案を提示 

・各会派に対し「追加検討項目」の検討依頼 

 

 

 

 

９月 

（１週間前議運） 

 

 

議運委員会 

・「当面の検討項目」及び検討スケジュール

の確認 

・「追加検討項目」にかかる提案会派からの

説明 

 

 

 

 

９月～１０月 

 

 

議運委員会（2回程度） 

・「当面の検討項目」に対する各会派の意見

開陳、委員間討議 

・「追加検討項目」の取扱い協議、決定 

※ 案件によっては小委員会を設置 

 

 

 

１０月～２月 

 

議運委員会（2～3回程度） 

 ・「当面の検討項目」に対する委員間討議 

 ・「追加検討項目」に対する各会派の意見開

陳、委員間討議 

 

 

 

 

 

２月～３月 

 

議運委員会 

 ・これまでの協議結果の整理 

 

 

 

 

３月 

 

議運委員会 

 ・検討結果の最終とりまとめ 

 ・議長に答申 

 

 

 

 

 検討結果をホーム

ページに掲載 

協議が整った事項

から実施方法等に

ついて検討、実施 

並行して代表者会議、

広報委員会等で協議 



 

 

 

 

議会運営に関する申し送り事項について 

 

 

令和５年２月２８日  

 

 

今期４年間における議会運営の経験等を踏まえ、新議会発足後の議会 

運営上、基本的な事項について、次のとおり申し送りすることとする。 

 

 

 

 

 

 

参考資料１ 



 

 

１ 新議会世話人会設置準備会について 

  一般選挙後、速やかに会派構成を確定し、新議会世話人会を発足させるため、各会派

代表者会議の構成員（新規結成会派の代表者を含む。）により組織する「新議会世話人会

設置準備会」を設け、次の事項を協議する。 

 (1) 会派の結成 

 (2) 新議会世話人会の設置及び構成 

 (3) 新議会世話人会において協議すべき事項 

 (4) 県議会の招集予定 

 (5) 会派別議席の配分 

 (6) 会派の議員控室部屋割 

 (7) その他当面する重要課題 

 

２ 新議会世話人会について 

  新議会世話人会を任期開始後、速やかに設置し、次の事項を協議する。 

  なお、新議会世話人会は、「議会運営委員会」に移行するものであり、一般選挙後最初

の県議会開会日の本会議において、原則として、新議会世話人会の構成員を議会運営委

員会の委員に選任する。 

 (1) 新議会における議会運営の基本問題 

 (2) 常任委員会の委員の会派別割り振り 

 (3) 常任委員会の正副委員長の会派別割り振り 

 (4) 予算、決算特別委員会の設置 

 (5) 議会選出監査委員の会派別割り振り 

 (6) 議会選出関西広域連合議会議員の会派別割り振り 

 (7) 議会選出競馬組合議会議員の会派別割り振り 

  (8) 兵庫県・神戸市調整会議の構成員の選出 

 (9) 附属機関等の議会推薦委員の会派別割り振り 

（10) 一般選挙後最初の議会の審議日程及び議事日程 

 (11) その他 

 

３ 臨時会の開催について 

選挙期日と議員任期の「ずれ」の解消に伴い令和５年４月30日に任期が始まる新議会

については、６月定例会までの議長をはじめとする議会役員の不在期間を極力縮め、速

やかに議会活動を開始するため、正副議長及び議会役員の選出、議会運営委員会委員及

び常任委員会委員の選任等を行う臨時会を任期開始早々の５月に開催するよう知事当局



 

 

と調整する必要がある。 

 

４ 議会運営に係る基本事項について 

 (1) 先例、申し合わせ等について 

   円滑で効率的な議会運営を図るために、これまでの先例や申し合わせ等を尊重する

とともに、より一層の議会の活性化にも意を用いた議会運営に努める必要がある。 

   新議会世話人会での「新議会における議会運営の基本問題」の協議に当たっては、

これらを十分踏まえることが適当である。 

   なお、主な申し合わせ等は別添のとおりである。 

 (2) 常任委員会の運営について 

   常任委員会は、議会の審議及び政策立案等の能力を充実するとともに、突発する重

要な問題に迅速かつ適切に対応し得るよう、閉会中も次のとおり運営することが適当

である。 

なお、管内・管外調査への出席については、重要な委員会活動の一環であることか

ら、効率的な活動ができるよう、優先して日程調整を図る必要がある。 

  ① 閉会中の運営について 

   ア 委員会の開催 

     所管事務調査のため、閉会中に月１回程度、委員会を開催する。また、引き続

き、インターネット中継を実施する。 

   イ 管内調査 

     所管事務調査の参考に資するため、管内調査を県内４地区に分けて実施すると

ともに、併せて閉会中常任委員会の地域開催を実施する。 

          なお、但馬・丹波地域の管内調査については、当該地域が広域であるため、十

分な調査活動を行う観点から、引き続き２泊３日の日程とする。 

   ウ 管外調査 

       所管事務調査の参考に資するため、委員会単位で年１回管外調査を実施するこ

とができる。 

   ② 常任委員会運営要領の策定について 

    常任委員会の合理的、効率的な運営を図るため、あらかじめ各会派代表者会議で

調整の上、正副常任委員長選任後、速やかに正副常任委員長会議を開催し、常任委

員会運営要領の策定について協議する必要がある。 

  (3) 特別委員会の設置について 

   本県議会では、閉会中においても定例的に常任委員会を開催するなど、常任委員会

を中心とした活発な委員会活動が行われてきたところである。 



 

 

   常任委員会の所管事項が県政全般を網羅することなどから、特別委員会については、

これまでから、予算、決算特別委員会のほか、議員定数等調査特別委員会、行財政運

営調査特別委員会など特に重要性、緊急性の高い問題について調査・検討する委員会

を、必要な期間にのみ設置して対応することとしており、常設的に設置しないことを

例としている。 

   こうした取扱いは地方自治法の趣旨とも合致するところであり、今後とも常任委員

会を中心に調査・審査を行うことが適当である。 

 

５ 少数会派の取扱いについて 

  所属議員数６人未満のいわゆる非交渉団体（以下「少数会派」という。）に係る取扱い

については、より一層公平かつ効率的な議会運営に資するため、新議会発足後は、次の

とおり取り扱う必要がある。 

  (1) 各種会議等への出席について 

  ① 委員会について 

   ア 議会運営委員会については、「兵庫県議会運営委員会内規」（平成３年９月30 

日決定）第７条第１項の規定に基づき、従来どおり「委員外議員」として出席を

求める。  

   イ 予算・決算特別委員会を除くその他の特別委員会については、委員会の付議事

件や少数会派の所属議員数等を踏まえ、必要に応じて「委員外議員」として出席

を求める。 

  ② その他の会議について 

    各会派代表者会議、各会派政務調査会長会、広報委員会、関西広域連合連携協議

会、新議会世話人会及び同準備会等については、交渉団体のほか、原則、所属議員

数が一定数以上の少数会派に出席を求める。 

    ③ 議員互助会理事会について 

    議員互助会理事会については、「兵庫県議会議員互助会規約」第９条第２項に基づ

き、従来どおり出席を求める。 

  (2) 予算、決算特別委員会における総括審査について 

   予算、決算特別委員会における総括審査は、本会議の代表質問の取扱いに準じ、交

渉団体のみ執り行うことを原則とする。 

 

６ 議会改革の取組について 

    議会基本条例の理念を具体化し、更なる監視機能や政策提言機能の強化、開かれた議

会の実現を図るため、「議会改革の取組の検証に関する報告書（令和４年12月 13日）」



 

 

の検証結果を踏まえ、新議会においても引き続き議会改革に取り組む必要がある。 

(1) 議会運営のＩＣＴ化について 

① ペーパーレス化の一層の推進について 

タブレット端末の利便性向上を図り、ペーパーレス化を一層推進するため、セキ

ュリティを確保した上でWi-Fi環境がない場合でもオンライン会議等に対応できる

端末への変更、議員の私用端末の活用、プリンターの選択や庁外でのデータ入手が

可能となるタブレット機能強化について、検討を行う必要がある。なお、検討にあ

たっては、通信費用の発生や、議会LANを含む県庁WANのセキュリティ確保等の課

題があることを考慮する必要がある。 

また、令和６年度以降の端末機については、議員ＰＣとタブレット端末の統合の

可否も検討した上で、機能、スペック、使いやすさを考慮して機種・画面サイズ等

を決定することとする。 

② 常任委員会室のオンライン環境の整備について 

全常任委員会の録画配信及びネット中継を可能とするために、大・中会議室以外

の委員会室へのオンライン開催設備の整備について、庁舎大規模改修時などのタイ

ミングで検討を行う必要がある。なお、検討にあたっては、改修工事と合わせ映像

設備や動画の圧縮・変換等を行う機器、回線の追加、サーバの拡充等の課題がある

ことを考慮する必要がある。 

また、オンライン委員会等に参加するためのパソコンやタブレット操作に係る議

員研修会を定期的に行う必要がある。 

 (2) 県民に開かれた議会の推進について 

上記のオンライン環境整備が図られた際には、大・中会議室以外の委員会室等で開

催される常任委員会についてもインターネット中継を行い、映像を記録するとともに、

その映像や音声を議員が活用することについて検討を行う必要がある。 

(3) 議会における危機管理対応の強化について 

  ① 危機管理に関する申し合わせ等の周知について 

「危機発生時における議会の対応に関する申し合わせ」や議員向けの「危機発生

時初期行動」について、引き続き周知を図る必要がある。 

② 議会ＢＣＰの検討について 

感染症拡大期や大規模災害時においても議会機能を停止させず、必要な対応を行

うため、新型コロナウイルス感染症が一定収束した後、「新型コロナウイルス感染症

対策調整会議」での対応等を含めた検証を行い、その上でＢＣＰの必要性を含めた

協議を行う必要がある。なお、初動体制確立については、「危機発生時における議会

の対応に関する申し合わせ」や議員向けの「危機発生時初期行動」を今後の議論の

１（１）－① 

１（１）－② 

１（１）－③ 



 

 

基礎とする。 

③ 議会における危機管理訓練について 

クラウドメールを活用した安否確認訓練、議場でのシェイクアウト訓練及び避難

訓練を、引き続き行う必要がある。 

(4) 閉会中の常任委員会における効果的、効率的な質疑について 

閉会中の常任委員会の議事「その他」における質疑のあり方について、効果的・効

率的な委員会活動や出席者の働き方改革、緊急性がある課題への対応等を踏まえた上

で、検討する必要がある。 

 (5) 議員連盟のあり方について 

既存の議連も含め、有志の勉強会等との違いや設立方法の明確化といった運営に関

するルール等について、新型コロナウイルス感染症収束後の活動状況や事務局職員の

負担等を検証しつつ、具体的な検討事項や検討時期を含め、議論する必要がある。 

(6) 議会庁舎のセキュリティの強化について 

事件事故等の発生を防止するため、議会庁舎のセキュリティ強化について、検討す

る必要がある。なお、検討にあたっては、設備等のコスト面の問題、当局庁舎のセキ

ュリティ対策、開かれた県議会のイメージとのバランスを図る必要性といった課題が

あることを考慮する必要がある。 

(7) 県議会サテライトゼミの充実について 

県議会サテライトゼミに受け入れる大学ゼミの対象分野を「地域課題の調査研究や

まちづくりの実践等」に限定しない等、募集のあり方を見直すとともに、実施方法等

の再構築を含めた改善方策を検討し、充実を図る必要がある。 

(8) 「政調懇話会」及び「政策法務研修」の合同開催等について 

「政調懇話会」及び「政策法務研修」を一本化し合同開催とすることにより、学識

者等による講演を充実させるよう検討する必要がある。 

また、議員提案条例の制定・改正等の政策法務に関しては、法制手続きや政策形成

プロセスなど、当局法制所管課等による議員向けの実務的な研修の開催を検討する必

要がある。 

 (9) 議会改革の取組の検証について 

   議会基本条例第24条において「取組の状況について定期的な検証を行う」と規定さ

れており、原則、議員任期最終年度に当該任期中での議会改革の取組を検証していく

必要がある。 

 

７ 令和９年議員改選に向けた議員定数等の見直しについて 

令和９年議員改選に向けた議員定数等の見直しに当たっては、「兵庫県議会議員の定
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数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例」の附則や「議

員定数等調査特別委員会調査報告書（令和４年３月16日）」における特例選挙区の扱い

について、十分留意する必要がある。 

また、同調査報告書の「適正な地域代表選出に向けた検討」の内容を十分に踏まえ、

安定的な地域代表の確保に向けた検討について、より有意義かつ本質的な議論を早期に

進める必要がある。 

 

８ 議会広報について 

新議会における県議会広報基本方針及び新年度の広報計画とその具体的内容について

は、速やかに議会広報委員会を設置し、協議する必要がある。 

なお、引き続き、県民の誰もがわかりやすく見やすい情報の発信と若者の関心をさら

に高める広報を目指し、コンテンツの充実や様々なデジタル媒体を活用した広報を研究

しながら、より一層親しみやすい県議会となるよう取組を続ける必要がある。 

(1) 県議会だより 

    引き続き、可能な限りの各戸配布に向けて、配布方法や経費抑制への検討・取組を

続ける必要がある。 

(2) はい、県議会です。 

広く県民の目にふれるよう配布先などの検討が必要である。 

 (3) 若者向け議会広報ポータルサイト 

より多くの高校生に参加してもらうとともに、引き続き、若者目線での広報の実施

に取り組む必要がある。 

(4) テレビ広報「はい、県議会です。」「２月定例会テレビ中継」 

定期的な放送で議会活動を身近に感じてもらう役割はあり、放映の継続が必要と考

えるが、内容や費用対効果について検討が必要である。 

(5) インターネット議会中継・録画配信 

県事業の進捗状況や県議会の理解促進のため重要なツールであることから、全委員

会の中継及び録画配信等を検討する必要がある。 

 (6) 県議会ホームページ、県議会フェイスブック 

若い世代向けサイト内の充実やさらなるSNSの活用を検討する必要がある。 

 

９ 委員会発議について 

    委員会発議に当たっては十分な議論を尽くすとともに、全委員一致の案件について提

案することを原則とする。 
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10 当初予算編成に対する「重要政策提言」と「申し入れ」について 

   議会における政策提言の強化等の観点から、次年度の当初予算編成に当たり各会派（無

所属議員を含む）から知事に対し、重要項目に関する「重要政策提言」と網羅的・包括

的な項目を内容とする「申し入れ」の２段階で提案を行っており、引き続き実施する必

要がある。 

 

11 議員報酬の特例減額について 

知事等の特別職の給与は、令和５年４月１日以降も減額措置を継続することとされて

いるが、議員報酬における特例減額の延長期間は現任期満了日の令和５年４月 29 日ま

でとなっている。 

ついては、新任期における特例減額の取扱いについて新議会世話人会で協議する必要 

がある。 

 

12 長期欠席議員の議員報酬の取扱について 

現在、議員が本会議、常任委員会等の議会行事を長期間欠席した場合にもその間の議

員報酬は全額支給されているが、長期欠席を軸とする議員報酬減額の取扱いについて、

その必要性の有無も含め、検討する必要がある。 

 

13 政務活動費の適正な執行について 

    政務活動費については、平成26年の不適正使用問題発生以降、会派から議員への精算

払い方式の導入、議長への提出書類全てのインターネットによる情報公開など様々な改

革を行い、県民の信頼回復に努めてきた。 

政務活動費制度の運営にあたっては、引き続き、社会情勢や判例等を踏まえながら、

必要に応じて適切に基準等を見直すなど、適正な執行と透明性の確保に向けた不断の取

り組みを進めていく必要がある。 

 

14 関西広域連合議会について 

  (1) 関西広域連合議会議員の選挙について 

      県議会議員の任期満了に伴い、本県議会選出の関西広域連合議会議員５人全員が欠

員となるため、速やかに当該議員を選出する必要がある。 

 (2) 関西広域連合議会等との情報共有について 

      県議会と関西広域連合及び関西広域連合議会との情報共有及び意見交換等を図るた

め、関西広域連合連携協議会を設置している。新議会においても同協議会により、関

西広域連合及び関西広域連合議会との情報共有を図っていく必要がある。 



 

 

 

15 兵庫県競馬組合議会議員の選挙について 

  県議会議員の任期満了に伴い、本県議会選出の兵庫県競馬組合議会議員５人全員が欠

員となるため、速やかに当該議員を選出する必要がある。 

  なお、昭和55年８月 21日開催の各会派代表者会議において、県議会議員選出の同組

合議会議員は１年で交代すること及びその改選時期は毎年５月（現６月）定例会と選挙

によることが決定されている。 

 

16 兵庫県・神戸市調整会議の構成員の選出について 

県議会議員の任期満了に伴い、本県議会選出の兵庫県・神戸市調整会議の構成員２人

全員が欠員となるため、速やかに当該構成員を選出する必要がある。 

なお、当該会議が設置された際の議会運営委員会の協議において、構成員は議会とし

ての機関の代表である正副議長を充てることとされ、本会議における選出方法はより簡

便な方法である指名推選により実施してきたところである。 

 

17 議場コンサートについて 

    平成 18年２月定例会から、開会日に議場において、兵庫芸術文化センター管弦楽団に

よるコンサートを開催してきた。県民に親しまれる開かれた県議会をめざす有意義な取

組であることから、新議会においても引き続き実施するものとする。 

 

18  議場の耐震化等の検討について 

  当局が実施した議場棟の詳細な耐震診断（時刻歴応答解析）の結果を踏まえ、耐震性

が不足する場合は、各会派代表者会議等において施設の耐震化や仮議場への移転等も含

めた議場の今後のあり方を検討する必要がある。 

 

19  新型コロナウイルス感染症にかかる対応について 

県議会においては、「新型コロナウイルス感染症にかかる議会の対応方針」及び「新型

コロナウイルス感染症にかかる本会議等の対応」を定め、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の防止等に取り組んできた。新議会における対応方針や本会議等の対応につい

ては、感染状況や感染症法上の位置づけを踏まえて、各会派代表者会議において検討す

る必要がある。 
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新 議 会 の 基 本 問 題 に つ い て 

 

１ 議会運営委員会の設置について 

  新議会発足後の本会議において、正副議長選挙直後に議会運営委員会委員の選任を

行い、議会運営委員会を設置するものとする。 

 

２ 議会運営について 

 ⑴ これまでの本県議会における先例や申し合わせ等を踏まえた円滑で効率的な議会 

  運営に努めるものとする。 

なお、所属議員数が６人未満の少数会派については、少数会派に係る新議会への

申し送り事項を踏まえ取り扱う。 

 ⑵ 会議時間の遵守は議会権威の根源をなすものであり、本会議をはじめ、委員会の

開会時間を厳守する。 

 ⑶ 兵庫県議会会議規則第 52 条に定める発言通告制度を実施し、通告内容は具体的な

ものとする。 

 ⑷ 質問のとき、要望、意見等を述べて答弁を求めないような発言は避ける。 

 ⑸ 議案に対する質疑と県の一般事務に対する質問は併せて許可することができる。 

 ⑹ 質疑並びに質問については、必要があるときは時間を制限することができる。 

 ⑺ 特別委員会については、予算・決算両特別委員会を除き、議員定数等調査特別委

員会、行財政運営調査特別委員会など特に重要性、緊急性の高い問題について、必

要な期間のみ設置し、常設的な特別委員会は設置しないこととする。 

 ⑻ 委員会における発議については、委員会で十分な議論を尽くすとともに、原則と

して全委員一致の案件について提案するものとする。 

 

３ 予算特別委員会について 

  予算特別委員会を２月定例会で設置し、一般、特別及び企業の各会計当初予算を付

託するものとする。 

 

４ 決算特別委員会について 

  決算特別委員会を９月定例会で設置し、一般、特別及び企業の各会計決算を付託す

るものとする。 

 

５ 議会機能の充実・強化及び議会活性化について 

  議会基本条例の理念を具体化し、更なる監視機能や政策提言機能の強化、開かれた

議会の実現を図るため、「議会改革の取組の検証に関する報告書（令和４年 12 月 13

参考資料２ 



 - 2 -

日）」の検証結果や新議会への申し送り事項等を踏まえ、引き続き、本会議・常任委

員会の活性化並びに議会広報の充実等、議会改革に取り組むものとする。 

  

６ 令和９年議員改選に向けた議員定数等の見直しについて 

  議員定数等の見直しに当たっては、「兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選

挙区において選挙すべき議員の数に関する条例」の附則や「議員定数等調査特別委員

会調査報告書（令和４年３月 16 日）」における特例選挙区の扱いについて、十分留意

するとともに、同調査報告書の「適正な地域代表選出に向けた検討」の内容を十分に

踏まえ、安定的な地域代表の確保に向けた検討について、より有意義かつ本質的な議

論を早期に進めることとする。 

 

７ 議員報酬の特例減額について 

  新任期における議員報酬の特例減額の取扱について協議するものとする。 

 

８ 長期欠席議員の議員報酬の取扱について 

  長期欠席を軸とする議員報酬減額の取扱について、その必要性の有無も含め、検討

するものとする。 

１－⑤ 

２－③ 
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会議のペーパーレス化検討小委員会 

 

 

１ 設置目的 

全議員へ公用タブレット端末を配付し、会議のペーパーレス化を進めるに

当たり、課題の検討を行うため、議会運営委員会に小委員会を設置する。 

 

２ 委員会の名称 

  会議のペーパーレス化検討小委員会 

 

３ 委員の定数 

  ７人 

 

４ 委員の構成 

  委員会の委員は、正副議長を除く各会派代表者会議の構成員を基本とする。 

  共産党については、委員外議員として参加する。 

  委員会の委員長は、議会運営委員会委員長を充てる。 

 

５ 設置期間 

  令和５年８月18日から調査終了まで 
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会議のペーパーレス化検討小委員会（令和５年度） 

 

   委員氏名 

     藤 本 百 男 （議会運営委員会 委員長） 

     岸 口 みのる （議会運営委員会 副委員長） 

     山 口 晋 平 （自由民主党 幹事長） 

     大 豊 康 臣 （自由民主党 副幹事長） 

     門   隆 志 （維新の会 幹事長） 

     伊 藤 勝 正 （公明党 幹事長） 

     上 野 英 一 （ひょうご県民連合 幹事長）  

   委員外議員氏名 

     庄 本 えつこ （日本共産党 団長） 

 



議 員 派 遣 決 定 報 告 書 

                     

                                  令和５年６月２２日 

 

 

    地方自治法第１００条第１３項及び兵庫県議会会議規則第１３１条第１項ただし書

の規定により、議長において次のとおり議員の派遣を決定したので報告します。 

 
 

決 定 日   令和５年６月２１日 

目   的 

県議会では、議員との政策議論を通じて若者の感性や発想を議会

に反映させるとともに、県議会が生きた教育の場となり、若者の今

後の実習・実践に活かしていただくことをめざして、県内の大学ゼ

ミを対象に、大学からの申込みに基づく「県議会サテライトゼミ」

の受け入れを行っている。 

各会派政務調査会長等がゼミに出席し、若者との意見交換等を行

い、今後の議会活動に生かすことを目的とする。 

場  所 神戸市中央区 

期  間 令和５年７月７日 

その他必要事項 

（派遣議員名） 

 
（自由民主党）      大豊 康臣 
 
（維新の会）     増山 誠 
 
（公明党）      小泉 弘喜    
 
（ひょうご県民連合） 迎山 志保  
   
（日本共産党）    久保田 けんじ 

 

 



議 員 派 遣 決 定 報 告 書 

                                                    

   令和５年７月２４日 

 

  地方自治法第１００条第１３項及び兵庫県議会会議規則第１３１条第１項ただし書の

規定により、議長において次のとおり議員の派遣を決定したので報告します。 

 
 

決 定 日   令和５年７月２１日 

目   的 

全国都道府県議会議長会が主催する「新任議員研修会」に出席

し、地方議会の基礎的な制度運営について学ぶとともに、地方行

財政を取り巻く諸課題など議員の職務遂行に必要な共通知識を深

めることを目的とする。 

場  所 東京都千代田区（砂防会館別館） 

期  間 令和５年８月８日 

その他必要事項 

（派遣議員名） 

 

（自由民主党）    大上 和則   白井 かずや 

（維新の会）   飯島 義雄   北村 智 

（公明党）    大塚 公彦   菅 雄史 

         麻田 寿美 

（無所属）     橋本 けいご  前井 まき 
 

 

 



議 員 派 遣 決 定 報 告 書 

                                                       

令和５年８月４日 

 

    地方自治法第１００条第１３項及び兵庫県議会会議規則第１３１条第１項ただし書

の規定により、議長において次のとおり議員の派遣を決定したので報告します。 

 
 

決 定 日   令和５年８月３日 

目   的 

本年は、アメリカ合衆国・ワシントン州との友好提携 60 周年を

迎えることから兵庫県として齋藤知事がワシントン州に渡航し、現

地において共同声明調印式やレセプション等の各種記念事業の実

施が予定されている。 

今回、議会に対し知事から記念事業への出席要請があったこと、

また、これまでから議会でも独自に国際交流活動を進めてきたこと

などを踏まえ、議会として友好訪問団（団長：内藤議長）を組織し、

レセプション等に出席するとともに、首長や地方議会議員等との交

流を通じ、本県とワシントン州との友好交流の一層の発展に貢献す

る。 

あわせて、同国における先端技術産業の動向や、持続可能な社会

の構築に向けた課題解決、また日本へのインバウンド観光促進拠点

などについて現地調査を行うことにより、今後の県政推進に資する

ことを目的とする。 

場  所 
アメリカ合衆国（ワシントン州シアトル市、オリンピア市、 

カリフォルニア州ロサンゼルス市） 

期  間 令和５年９月１２日～９月１７日 

その他必要事項 

（派遣議員名） 

 
 

（自由民主党）      北野 実    

中田 慎也 

 

（維新の会）     赤石 まさお 

           脇田 のりかず 



 



令和５年４月12日 
 
 

令和５年度  夏期の服装について 
 
  

◎県議会における夏期の服装を次のとおりとする。 
       

(1) ７月、８月 

 
    ノー上着、ノーネクタイの軽装 

 
(2) ６月、９月 

 
       軽装を奨励 

 

(3) ５月、１０月 

 

       それぞれの議員が体調や気温等に応じて、軽装にするかどうかを自主的に 

判断 
 

 
   注) 本会議・委員会への出席及び議員との応対に当たる当局職員の服装については、

自主的な判断に委ねる。（議会事務局職員も同様） 
 
 

月 服 装 

５月 自主判断 

６月 軽装を奨励 

７月  

ノー上着、ノーネクタイの軽装 
８月 

９月 軽装を奨励 

１０月 自主判断 

 
 
 


